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１．はじめに 
国際物流需要は、国間・地域間の貿易に伴って発

生する派生需要である。したがって、国際物流需要

予測は、まず貿易額の予測を行い、そこから物量ベ

ースの物流量を推定するというステップで行われ

るのが一般的である。 
貿易額の推定に際しては、通常各国間の交易係数

（＝国全体の貿易額に占める各国間の貿易額の比

率）を求める必要があるが、これまで実務に摘要さ

れてきた国際物流需要予測モデルは、将来の交易係

数を時系列データ等を用いて外生的に設定し、その

係数に基づき国際物流需要量を予測するものが多

かった。たとえば港湾貨物の需要予測では、国際市

場での生産品価格、１期前の交易係数等を説明変数

として交易係数を予測している。また、航空貨物の

需要予測では、交易係数を用いずさらに簡便に方面

別発生集中貨物量を直近 10 年間の増加量から求め
ている。 
しかし、こうしたモデルでは交易係数の設定の経

済的根拠が希薄であるため、経済理論に整合した分

析を行うことができず、必ずしも説明力が高いとは

いえない。また、過去の時系列データに基づく分析

のため、経済連携協定の締結等の急激な交易条件の

変化を表現することが難しい。さらに、輸送コスト

の増減による物流需要の変動を想定していないた

め、輸送コスト削減のための各種交通政策の効果を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
把握することができない。 
本研究では、こうした課題に対処するため、国際

経済学・空間経済学の分野で研究が進められている

空間的応用一般均衡モデル（Spatial Computable 
General Equilibrium Model／以下 SCGEモデル）を適
用して需要予測を行うことを試みる。SCGE モデル
では家計、企業、政府といった各経済主体の行動を

定式化し、全ての地域の経済主体で均衡させる。こ

のため、地域間の交易額は、均衡状態における各地

域の家計の消費行動、企業の投入行動の結果として

表現される。しかしながら、SCGE モデルのような
均衡型のモデルは、均衡に達するまでの時間を考慮

していないため、時間の概念がなく、目標年次を定

める“予測”には一般に不適当である。このため、

本研究では、SCGE モデルに加え、資本の移動速度
を用いて時間の流れを考慮する「資本移動モデル」

を組み合わせることによって、需要予測を行うこと

とした。 
本稿では、モデルの構造と、モデルによる交易額

の再現結果を紹介する。 
 
２．モデルの概要および特長 
（１）モデルの概要 
本研究で検討している国際物流需要予測モデル

は、１時点における各市場（財・サービス市場、労

働市場、資本市場、輸送サービス市場）の需給均衡

を表現する「SCGE モデル」と、５年毎の資本移動
（地域別の投資量）を表現する「資本移動モデル」

の２つのモデルから構成される。SCGE モデルでは
11 地域（東日本、中部、近畿、九州、中国、韓国、
台湾、東南アジア、欧州、米国、その他地域）にゾ

ーニングされた世界を想定し、財サービスは 53 分
類に分かれている。各地域別に企業、政府、家計、

地域間の貿易輸送を担う国際輸送企業の４種類の

経済主体が存在する。なお、国際輸送企業はそれぞ

れ自分の存在する地域から発送される貨物の輸送

を担うものとする。 
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図 １ 国際物流需要予測モデルの概要図 

 
（２）SCGEモデルの特長 
①交易条件のドラスティックな変化に対応したモ

デル 
均衡モデルは、交易係数を内生化しており、将来

のアジア地域の経済成長や経済連携協定の締結等

に伴う交易の大きな変化を予測することができる。 
②交通政策を反映させやすいモデル 
地域間の輸送コストなどを詳細に取り込むこと

が可能であり、交通政策（例えば輸送コストを削減

するための各種政策）を反映させ易いモデルとなっ

ている。 
③日本を４地域（東日本、中部、近畿、九州）に分

割 
SCGE モデルのゾーニングは「東日本、中部、近
畿、九州、中国、韓国、台湾、東南アジア、欧州、

米国、その他地域」の計 11 ゾーンとなっている。
通常の国際経済のモデルでは、１国を１地域として

取り扱うことが多いが、ここでは日本を４地域に分

割しているため、日本国内各地域と海外との貿易関

係の特徴を表現できる。例えば、地理的に中国に近

い九州地域が、中国との水平分業に有利であるか否

か等も判断できる。また、アジアを欧州、米国と比

べて細かいゾーン区分としているが、これは今後の

アジア－日本の貿易量の増大を考慮したためであ

る。 
④産業区分において、貨物の荷姿の違い等を考慮し

分類 
産業分類は、コンテナかバルクかといった荷姿を

考慮して区分している。このため、荷姿の違いによ

る輸送コストの差異を表現することができる。 
 

（３）資本移動モデルの特長 
資本移動モデルでは、国際間の資本の蓄積・移動

は１期毎（具体的には５年毎）に行われると仮定し、

資本の収益率に従って資本移動が起こると想定す

る。１期毎の資本蓄積量を計測することにより、資

本がどの程度のスピードで蓄積・移動するかを考慮

することが可能となる。このため、将来のある時点

での資本蓄積量を仮定することにより、資本移動

（＝投資量）を推計することができる。将来の国際

貨物流動を検討する場合、具体的に 2020 年、2030
年といった時点における貿易の状態を予測する必

要があるが、既存の静学的な均衡モデルのみではそ

れができないのに対し、本モデルでは資本蓄積・移

動について時間の概念を導入しているため、具体的

な年次についての貿易状態を予測することが可能

である。 
 
２．モデルの構造 
（１）SCGEモデルの構造 
 本モデルの主要な仮定を以下に示す。 
 

・各地域に家計・企業・政府・国際輸送企業の４主

体が存在する。 

・家計は予算制約下で効用が最大となるように最終

消費と投資を決定する。 

・企業は労働・資本および中間財（国内財と輸入財

の合成財）により生産活動を行う 

・政府は家計・企業より貿易にともなう関税を徴収

し、関税収入を自地域の家計に分配する。（本来

は政府サービスを生産し家計・企業に提供すると

考える方が厳密であるが、本モデルでは政府行動

を分析の主な対象とはしないため、簡便な仮定を

置いた） 

・国際輸送企業はそれぞれ自分の存在する地域から

発送される貨物を輸送する。輸送に際しては、輸

送マージンとして輸送する貨物自体の一部を投

入して、輸送活動を行うものとする。 

・輸出入と対外投資の収支バランスをとる 

・資本はより収益率が高い地域に移動するが、完全

に自由に収益率の高い地域へ移動するのではな

く、投資規制などに起因する一定の移動抵抗があ

ると考える。 

 

家計と企業の行動モデルについて以下に概要を示

す。紙幅の都合上、定式化の詳細は講演時に譲る。 
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①家計の行動モデル 
 家計の行動モデルの概要を図２に示す。 
 家計はまず自分の効用を最大化するように現在

消費量と貯蓄量を選択する。これは、現在消費から

得られる現時点での満足と、貯蓄から得られると期

待される将来時点での収益を考えた最適化行動と

考える。なお、ここでの貯蓄はすべて投資にまわさ

れると考え、その収益率は資本移動モデルにより算

出される。 
 次に、家計は現在消費から最大の効用を得られる

ように各財・サービスの消費量を決定する。さらに、

各財・サービスについて自国内財と輸入財の消費量

を決定し、各地域からの輸入財の消費量を決定する。 
家計は効用最大化行動に従い下記の決定を行う。

レベル１：現在消費量と貯蓄の割合を決定する。（貯蓄は投資に使われる）

レベル２：現在消費する財の種類を決定する。

レベル３：各財について、自国内財と輸入財の割合を決定する。

レベル４：輸入財について、輸入元の地域を決定する。

効用

現在
消費

財１ 財２ ・・・・

自国
内財

貯蓄

世界各地域
への投資輸入財

地域１ 地域２ ・・・・

レベル１レベル１

レベル２レベル２

レベル３レベル３

レベル４レベル４

 
図２ 家計の行動モデルの概念図 

 
②企業の行動モデル 
 企業の行動モデルの概要を図３に示す。企業は、

費用を最小化するように、中間財、および家計から

提供される労働、資本を投入して財を生産する。中

間財の投入に際しては、輸入財と自国内財の投入割

合を決める必要があり、さらに輸入財の投入の際に

は輸入元の地域割合を決める必要があるが、それぞ

れの段階でも費用が最小化されるように投入割合

が決定される。 
企業は生産費用最小化行動に従って、下記の決定を行う。

レベル１：中間財の投入量と労働・資本の投入量の割合を決定する。

レベル２：労働と資本の投入割合を決定する。

レベル３：中間財について、自国内財と輸入財の投入割合を決定する。

レベル４：輸入財について、輸入元の地域を決定する。

生産

付加
価値

労働 資本

財２財１ ・・・・

自国
内財

輸入財

地域１ 地域２ ・・・・

レベル１レベル１

レベル２レベル２レベル３レベル３

レベル４レベル４

 

図 ３ 企業の行動モデルの概念図 

（２）資本移動モデルの構造 
資本移動モデルでは、家計の貯蓄はすべて投資に

回ると仮定し、全地域の家計の貯蓄がどの地域にど

の程度投資されるかを表現する（図４参照）。その

際、一定期間（5 年間）における資本の蓄積を再現
することにより、当該期間における資本の移動スピ

ードを推定する。このため、目標年次における各地

域の収益率を算出し、その年次における資本蓄積額

を推計し、SCGE モデルに入力することによって、
目標年次における均衡を推計することが可能とな

る。 
 

各期の全地域の
貯蓄合計

地域Ａ 地域Ｂ

地域Ａ
の貯蓄

地域Ｂ
の貯蓄
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地域Ｂ
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資本移動
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各地域の資本
収益率等に
従って配分

 
 

図 ４ 資本移動モデルの概念図 
 
３．SCGEモデルの現況再現性に関する検討 

SCGEモデルについて、1995年時点の均衡状態が
再現できるか否かについて検証を行った。以下では

代表的な指標として日本から海外各地域への輸出

額について、実績額と再現額の比較を行った。図５

には日本の各地域（東日本、中部、近畿、九州）か

ら海外地域への輸出額の再現性を、図６には日本全

地域から海外地域への輸出額の再現性を示す。 
これらの図から分かるように、日本からの輸出額

については、中国への輸出額が若干過大な推計とな

っているが、全体として概ねの傾向は再現できてい

ると考えられる。今後は、産業別のより詳細なデー

タの再現性について検討する必要がある。 
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近畿から海外地域への輸出額の再現性（全産業合計）
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図５ 日本各地域から海外地域への輸出額の再現
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図 ６ 日本から海外地域への輸出額の再現性 

 
 
 

４．今後の検討の方向性 
これまでの分析・検討により、SCGE モデルにつ
いてはある程度の再現性を有したモデルを構築す

ることができた。今後の検討の方向性としては以下

の２点が挙げられる。 
 
①需要予測のための将来シナリオの設定 

本モデルでは、図１に示したように、経済連携協

定、交通政策、経済成長について外生変数をシナリ

オとして与えて需要予測を行う。今後は、経済動向、

および交通施設投資の動向等を勘案しながら、これ

らのシナリオについて設定する必要がある。 
 
②物流の時間価値に関する検討 
①で交通政策シナリオの設定にあたり、港湾投資

による輸送時間短縮等の効果を表現するためには、

物流における時間の価値を設定する必要がある。当

面は「港湾整備の評価マニュアル」等に掲載されて

いる数値を基に分析を行うが、別途、物流の価値そ

のものに関する体系的な整理を行い、こうしたマク

ロな経済モデルと整合的な貨物の時間価値の計測

手法等について検討を行う必要がある。 
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